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訪問介護① 
 
 
「訪問介護」とは、訪問介護員等（※）が、利用者（要介護者等）の居宅を訪問し、入浴・排せつ・
食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事等を提供するものをいう。 
  
 ※「訪問介護員等」 
  介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、 
  旧介護職員基礎研修修了者、旧訪問介護員1級又は旧2級課程修了者をいう。 
 

 定義 

 
 
「訪問介護」は、その行為の内容に応じ、次の３類型に区分される。 
   
  ① 身体介護 ≫ 利用者の身体に直接接触して行われるサービス等 
           （例：入浴介助、排せつ介助、食事介助 等） 
   
  ② 生活援助 ≫ 日常生活の援助であり本人の代行的に行われるサービス 
           （例：調理、洗濯、掃除 等） 
   
  ③ 通院等乗降介助  ≫ 通院等のための乗車又は降車の介助（乗車前・降車後の移動介  
                 助等の一連のサービス行為を含む） 
 

 訪問介護のサービス類型 
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訪問介護② 

 
○訪問介護サービスを提供するために必要な職員は次のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○訪問介護事業所の設備及び備品等は次のとおり 
 ・事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の区画（利用申込の受付、相談等に対応できるもの）を有していること 

 ・訪問介護の提供に必要な設備及び備品を備え付けていること 

 必要となる人員・設備等 

訪問介護員等 常勤換算方法で２．５以上 

サービス提供責任者 
（※） 

介護福祉士、実務者研修修了者、旧介護職員基礎研修修了者、旧１級課程修了者、３年以上介護等の業
務に従事した介護職員初任者研修課程修了者 
 
・訪問介護員等のうち、利用者の数４０人に対して１人以上 
（原則として常勤専従の者であるが一部常勤職員でも可。） 
・以下の要件を全て満たす場合には、利用者５０人につき１人 
・常勤のサービス提供責任者を３人以上配置 
・サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置 
・サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合 
 

※介護職員初任者研修修了者（旧２級課程修了者相当）のサービス提供責任者を配置している場合は、所
定単位数を30 ％減算。 

 ※サービス提供責任者の業務 

 ①訪問介護計画の作成②利用申込みの調整③利用者の状態変化、サービスへの意向の定期的な把握④居宅介護支援事業者との連携
（サービス担当者会議出席等）⑤訪問介護員に対しての具体的援助方法の指示及び情報伝達⑥訪問介護員の業務の実施状況の把握⑦訪問
介護員の業務管理⑧訪問介護員に対する研修、技術指導等 

管理者 常勤で専ら管理業務に従事するもの 
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【参考】指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 
（一部抜粋） 

 
（管理者及びサービス提供責任者の責務） 

第28条 指定訪問介護事業所の管理者は、当該指定訪問介護事業所の従業者及び業務の管理を、一元的に行わなければならない。 

２ 指定訪問介護事業所の管理者は、当該指定訪問介護事業所の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うもの 

 とする。 

３ サービス提供責任者は、第24条に規定する業務のほか、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

 一 指定訪問介護の利用の申込みに係る調整をすること。 

 二 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。 

 三 サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者等と連携を図ること。 

 四 訪問介護員等（サービス提供責任者を除く。以下この条において同じ。）に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示する 
  とともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。 

 五 訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。 

 六 訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。 

 七 訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。 

 八 その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。 
 
（勤務体制の確保等） 

第30条 指定訪問介護事業者は、利用者に対し適切な指定訪問介護を提供できるよう、指定訪問介護事業所ごとに、訪問介護員等の 

 勤務の体制を定めておかなければならない。 

2 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等によって指定訪問介護を提供しな 

 ければならない。 

３ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 
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